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	█業績動向

2024 年 3月期第 2四半期の営業利益は期初の通期予想をほぼ達成

1.2024 年 3月期第 2四半期の連結業績

2024 年 3 月期第 2 四半期の連結業績は、売上高 175,582 百万円（前年同期比 7.4% 増）、営業利益 7,352 百万

円（同 217.2% 増）、経常利益 8,558 百万円（同 158.4% 増）、親会社株主に帰属する四半期純利益 5,730 百万

円（同 194.2% 増）となった。原料穀物相場やエネルギーコストが引き続き高値圏で推移するなか、コスト上昇

に見合う価格改定を実施し、適正価格での販売を優先してきたことにより増収増益となった。2024 年 3 月期通

期の期初計画に対する第 2 四半期の進捗率は、売上高が 48.8%、営業利益が 98.0%、経常利益は 99.5％と順調

に進捗している。

2024 年 3月期第 2四半期の連結業績

（単位：百万円）

23/3 期 2Q 24/3 期 2Q 前年同期比 2Q進捗率

売上高 163,410 175,582 7.4% 48.8%

食品 131,631 143,530 9.0% －

飼料 29,228 29,693 1.6% －

その他 2,550 2,358 -7.5% －

営業利益 2,317 7,352 217.2% 98.0%

食品 2,216 7,320 230.3% －

飼料 155 119 -23.2% －

その他 699 660 -5.6% －

全社費用他 -753 -748 － －

経常利益 3,312 8,558 158.4% 99.5%

親会社に帰属する四半期純利益 1,947 5,730 194.2% 104.2%

出所：決算短信よりフィスコ作成

2. セグメント別業績

同社は、2023 年 4 月より営業組織を、「プロダクトアウト型」からマーケットイン志向の業態別・顧客別の「ワ

ンストップ型」の体制に改編し、事業管理体制を変更した。それに伴い、報告セグメントの区分も変更しており、

従来の「製粉事業」「油脂食品事業」「糖質事業」「飼料事業」の 4 区分のうち、「製粉事業」「油脂食品事業」「糖

質事業」を「食品事業」に統合した。食品事業の内訳は、「製粉」「製油」「糖質」のカテゴリに分かれ、「製粉」

は小麦粉、プレミックス、パスタ、焼成パン、ふすまを、「製油」は食用油、大豆たん白、冷凍食品を、「糖質」

は糖化製品、コーンスターチ、加工でん粉を扱う。

https://www.showa-sangyo.co.jp/ir/
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業績動向

食品事業の売上高は 143,530 百万円（前年同期比 9.0% 増）、営業利益は 7,320 百万円（同 230.4% 増）となった。

新型コロナウィルス感染症の 5 類移行に伴い外食や飲料用途などの需要が回復してきた一方で、コンビニエン

スストア向けの日配品や内食需要は価格上昇による買い控えなどにより、物量面では厳しい状況が続いた。しか

し、原料穀物相場の高値圏での推移や円安進行による輸入コスト、エネルギーコスト上昇に見合う、適正価格で

の販売を優先したことにより、各カテゴリとも前年同期比で増収となった。

食品事業の製粉カテゴリでは、輸入小麦の政府売渡価格が 2023 年 4 月に平均 5.8%（税込価格）引き上げられ

たことを受け、小麦粉製品において、価格改定を実施した。業務用については、組織改編によるワンストップ

型の提案営業により大手外食チェーンとの小麦粉の新規取引が実現するなど、小麦粉の販売数量は前年同期を上

回っている。また、外食市場の回復などによりパスタの販売数量も前年同期を上回ったが、プレミックス、ふす

まの販売数量は前年同期を下回った。一方、家庭用の小麦粉、プレミックス、パスタについては、価格改定によ

る買い控えなどもあり販売数量は前年同期を下回っている。製粉カテゴリ全体では、価格改定により前年同期比

で増収増益となった。

製油カテゴリは、長寿命オイルや油染みの少ないベーカリー用オイルなど機能的に価値のある商品提案や課題解

決型営業により、価格に見合った高付加価値商品の販売量が伸び、利益に寄与した。また、上述したベーカリー

など製粉事業チャネルへの提案や、糖質事業チャネルである飲料メーカーにカフェ飲料のコクの底上げを実現す

るため油脂を提案するなど、他事業チャネルを生かした提案も強化しており、こうした顧客のニーズや課題に対

応したことで適正価格での販売も浸透した。しかし、価格上昇に伴う需要減退の影響を受けるなか、適正価格で

の販売を優先させたことなどもあり、販売数量は業務用・家庭用ともに前年同期を下回ったものの、製油カテゴ

リ全体では、価格改定の浸透により前年同期比で増収増益となった。

糖質カテゴリは、外食や業務用の重要が回復してきたが、糖化製品の販売数量は前年同期を下回った。コーンス

ターチ、加工でん粉の販売数量についても、工業用途などの需要が減少し前年同期を下回った。しかし、価格改

定がようやくコストの上昇に追い付いたほか、同社と敷島スターチ ( 株 )、サンエイ糖化 ( 株 ) が一体となった

生産拠点の最適化や、事業構造改革を進めたことによる効果が現れ、「粉あめ」「結晶ぶどう糖」「オリゴ糖酸」

等の差別化製品の拡販も寄与した結果、糖質カテゴリ全体で前年同期比増収増益となったとともに、食品事業の

大幅な回復を牽引した。

飼料事業の売上高は 29,693 百万円（前年同期比 1.6% 増）、営業利益は 119 百万円（同 23.2% 減）となった。

2022 年秋に感染が確認された鳥インフルエンザの感染拡大や 2023 年夏の猛暑が配合飼料の販売に影響し、配

合飼料及び鶏卵の販売数量は前年同期を下回った。一方、円高の進行や原料価格が高値で推移するなか、コスト

上昇に見合う適正価格での配合飼料の価格改定を進めたことで増収となった。グループ会社である昭和鶏卵 ( 株 )

の預託農場への飼料販売、鶏卵生産及び販売と、一気通貫したレイヤー事業基盤の強化により生産性は向上し、

収益の確保に寄与している。また、高付加価値製品の「人工乳」「オリゴ糖配合飼料」の販売も順調に推移した。

しかし、前期に大幅に増加した ( 一社 ) 全日本配合飼料価格畜産安定基金へのメーカー側の拠出金の負担も大き

く影響し、減益となった。

不動産業、保険代理業、自動車リース業、運輸・倉庫業などを行うその他の売上高は、2,358 百万円（前年同期

比 7.5% 減）、営業利益は 660 百万円（同 5.6% 減）となった。倉庫業については、貨物獲得競争が激化するなかで、

商社や主要顧客との取り組みを強化したが、貨物取扱量は前年同期を下回った。

https://www.showa-sangyo.co.jp/ir/
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	█今後の見通し

2024 年 3月期の業績予想を上方修正、営業利益は 100 億円を見込む

2024 年 3 月期の業績予想を、第 2 四半期の実績を踏まえて修正した。売上高 340,000 百万円（前期比 1.5% 増）、

営業利益 10,000 百万円（同 139.0% 増）、経常利益 12,000 百万円（同 83.9% 増）、親会社株主に帰属する当期

純利益 9,000 百万円（同 15.7% 増）を見込む。期初予想に対して売上高を 20,000 百万円下方修正した。食品事

業は、価格上昇や節約志向の高まりによる需要減少などを織り込み 17,000 百万円下方修正したが、前期比では増

収となる。一方、飼料事業は、配合飼料の価格低下や鶏卵価格の落ち着きなどを織り込み 3,000 百万円下方修正

し、前期比で減収を見込む。営業利益については、食品事業において引き続き適正価格での販売を優先する想定で、

期初予想に対して 2,400 百万円の上方修正を行い、全体では期初予想に対して 2,500 百万円の上方修正となって

いる。同様に、経常利益は 3,400 百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は 3,500 百万円と、それぞれ上方修

正した。また、2024 年 3 月期中間配当は期初予想どおり 1 株当たり 30 円で実施し、期末配当は期初発表予想か

ら 10 円増配の 1 株当たり 40 円に修正した。その結果、年間配当予想は 1 株当たり 70 円（前期比 5 円増）となる。

修正予想の利益水準については、第 2 四半期で既に 70% を上回る進捗率にあるためやや慎重な計画に映る。し

かし、足元の原料相場はやや落ち着きを見せ、輸入小麦の政府売渡価格は 2023 年 10 月 1 日より平均 11.1%

引き下げられた。トウモロコシのシカゴ相場も下がり、配合飼料は JA 全農が 2023 年 10 ～ 12 月の価格引き下

げを実施している。同社によれば、原料・エネルギー相場や為替相場の変動によりカテゴリによっては顧客から

価格引き下げ圧力が働く可能性があること、第 4 四半期は総じて利益水準が低くなる傾向にあることなどから、

価格改定効果で生じた第 2 四半期までの利益水準は継続しないと想定している。なお、同社は、小麦粉の価格

引き下げを、2024 年 1 ～ 2 月納品分から実施すると公表している。

	█トピックス

積極的な設備投資により事業基盤の強化、環境負荷の低減を図る

2023 年 4 月よりスタートした「中期経営計画 23-25」における 5 つの基本戦略のうち、「基盤事業の強化」「環

境負荷の低減」に対応する 2 つの大型設備投資を決定した。「基盤事業の強化」においては、物流機能の改善、

効率化に向けて、神戸工場内の製粉立体自動倉庫を更新し、新設する。設備投資金額は 35 億円、2026 年 2 月

の完成・稼働を予定している。新しい立体自動倉庫では、製造から保管、ピッキング、出荷までをコンピュータ

で一元管理し、人手を要している作業を自動化・省人化することで積込み時間・待機時間の短縮を図る計画だ。「環

境負荷の低減」においては、主力工場である鹿島工場に木質チップなどの再生可能エネルギーを活用したバイオ

マス発電ボイラを新たに導入する。設備投資金額は約 35 億円、2025 年度中に完成し、2026 年度の運転開始

を予定している。中期経営計画においてはグループ全体の CO2 排出量について、2013 年度比で、2025 年度に

30% 以上の削減を、2030 年度には 46% 以上の削減を目標に掲げている。この投資により CO2 排出量を年間約

3.7 万 t 削減し、グループ全体では 2013 年度比累計 37% 以上を削減できる見込みである。
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